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序　　　　　文

ヴィエトナム社会主義共和国は 1986年にドイモイ（刷新）政策を採択して以来、市場経済化を急

いでいるが、企業の経営管理、国際貿易・投資、外国語などの知識・能力のある人材の育成が緊

急課題となっている。

一方、我が国は、アジアの市場経済移行国が市場経済化を押し進めるために必要な人材を育成

することを支援するとともに、それらの国と日本の交流を促進するうえで拠点となる「日本人材協

力センター」を設立することを構想し、1998年７月にプロジェクト形成調査団をラオス、ヴィエト

ナムに派遣した。同調査の結果、ヴィエトナム政府も同構想に際めて積極的に賛同し、外国貿易

大学に同センターを設置することを提案した。

これを受けて国際協力事業団は、ヴィエトナム国において「日本人材協力センター」の設立構想

を具体化するために、1999年１月 22日から２月９日まで、当事業団三木常靖国際協力専門員を団

長とする事前調査団を派遣した。本調査団とヴィエトナム国側との協議の結果、「日本人材協力セ

ンター」を外国貿易大学の付属機関としてハノイとホーチミン市にそれぞれ設置することを合意

し、同センターの設立に対するプロジェクト方式技術協力の枠組みなどをミニッツに取りまとめ

署名を取り交わした。

本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものである。今後プロジェクトの実現

に向けて活用されることを願うものである。

ここに、調査団の団員各位をはじめ、調査にご協力いただいた内外関係各機関の方々に深く謝

意を表すとともに、今後も一層のご支援をお願いする次第である。

平成 11年３月

国際協力事業団

理事　泉　堅　二　郎
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第１章　事前調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

ヴィエトナム国は 1986年にドイモイ（刷新）政策が採択されて以来、市場経済化を進めており、

これに伴なって企業の経営管理、国際貿易・投資、外国語などの知識、能力を有する人材の育成

が緊急の課題となっている。しかしながら、ヴィエトナム国の高等教育機関では社会主義体制下

で教育を受けた教官が依然多数を占めるため、経済学、経営学の教育内容は理論中心で、実践的

な内容が不足しており、また前述した市場経済移行に伴う課題にも対応しきれていない。以上の

ような状況のなか、1994年ヴィエトナム政府は貿易、国際経済関係などを対象とする同国唯一の

高等教育機関である外国貿易大学に国際研究研修センターを設立したいとして我が国に技術を協

力要請してきた。この要請を受けて国際協力事業団は、1996年４月に基礎調査団を派遣した。し

かしながらこの時点では、ヴィエトナム側による案件のコンセプト作りが十分でなかったこと、

また本件要請分野がプロジェクト方式技術協力としては新しい協力分野であり、案件を具現化す

るための日本国内の協力実施体制の構築がスムーズに進まなかったため、プロジェクトの形成が

遅れていた。

そんな中、モスクワ大学内に設立された日本センターを模範として、アジアの市場経済移行国

にもＯＤＡによる類似センターを設立する計画が外務省を中心に構想された。ヴィエトナム国も

この対象となり、ハノイとホーチミン市の２箇所にセンターを設置することとが検討されること

となった。この可能性を検討するため、プロジェクト形成調査団（日本センター）が1997年７月に

同国に派遣された。同調査の結果、ハノイについては外国貿易大学ホーチミン分校及び社会人文

科学大学の２大学が設置場所の候補となった。なおヴィエトナム国政府からは日本センター設立

構想は前述の国際研究研修センター設立計画の趣旨と合致するものであり、計画の内容も類似し

ていることから、当初の要請であった国際研究研修センター設立計画に代えて、この日本日本セ

ンター設立計画を積極的に押し進めたいとの意向が示された。

以上の経緯をふまえ、本調査団は以下の点を調査の目的とし、派遣されることとなった。

（1）日本センターの設置場所についての確認

ヴィエトナム外国貿易大学ハノイ本校校内に設置することを確認する。ホーチミン市にお

ける設置場所については外国貿易大学ホーチミン分校と社会人文科学大学のどちらが適当か

ヴィエトナム側と協議する。

（2）センターの実施運営体制の協議

組織上の位置づけを確認するとともに、センターの運営に係る最高意思決定機関としてセ

ンター運営委員会（仮称）を設置することを協議する。またセンター所長は、日越双方の２人

体制とすることを提案し、ヴィエトナム側の意向を確認する。
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三木 麻妻 池田 山本 中山 黒田

1 1月27日（水） 15：55 ハノイ着（CX791便にて 15：55着）

2 1月28日（木） 10：00～12：00 ＪＩＣＡ事務所打合せ

13：30～15：00 外国貿易大学との打合せ（日程調整；学長他）

15：30～16：30 教育訓練省ＭＯＥＴ表敬・協議（国際関係局長）

3 1月29日（金） 8：00～ 9：00 計画投資省ＭＰＩ表敬（外国経済関係局次長）

９：00～11：30 日本語協力隊員か

らの聞き取り調査

13：30～16：30

１月30日（土）

13：30～16：30 外国貿易大学との協議（プロ技の枠組みについて） 15：00～ヴィエトナム商工

　 会議所にて調査

9：00　国民経済大学にて

  聞き取り調査

9：30～11：30 外国貿易大学との協議（センターコンセプトについて）

（3）センターの実施運営に必要な経費の分担、捻出方法の検討

日本側、ヴィエトナム側の経費の分担方法を協議する。またコースの有料化を検討する。

（4）センターの機能及びプロジェクトの活動範囲の確認

想定されるセンターの機能（ビジネスコースの実施、日本語コースの実施、日越文化交流）

を再確認したうえで、プロジェクト方式技術協力がカバーする活動内容について合意する。

（5）ビジネスコース、日本語コースのテーマ、内容、期間、対象者などの検討

ヴィエトナム国で既に実施されている類似コースの状況を調査し、あわせてビジネスコー

ス、日本語コースに対するニーズなどを確認したうえで、あるべきコースの内容について協

議する。

（6）プロジェクトの開始までに必要となる措置及びスケジュールの確認

（7）ミニッツ署名・交換

上記の事項について、ミニッツに取りまとめ、署名・交換する。

移動及び業務
月日（曜） 時間日

順

外国貿易大学との協議（ビジネスコー

スの内容について

14：00～　商業輸出入公社にて

　　　　　聞き取り調査

１－３　調査日程

総括　　　　　　　：三木常靖（ＪＩＣＡ国際協力専門員）
協力政策　　　　　：麻妻信一（外務省経済協力局技術協力課課長補佐）
経済経営　　　　　：中山　健（千葉短期大学助教授）
日本語コース　　　：山本雅子（国際交流基金総務部総務課）
協力企画　　　　　：池田修一（ＪＩＣＡ社会開発協力部社会開発協力第一課課長代理）
ビジネスコース設計：黒田康之（国際開発センター調査部次長）

外国貿易大学との協議（ビジネスコースの

　　　　　　内容について）

４

日本語協力隊員か

らの聞き取り調査

外国貿易大学との協議（センター運営体制

　　　　　 などにについて）

１－２　調査団の構成



- 3 -

三木 麻妻 池田 山本 中山 黒田

5 1月31日（日） 12：10

14：10

 9：15～10：30

11：00～12：00

移動及び業務
月日（曜） 時間日

順

ハノイ発（VN217）

ホーチミン着

総領事館表敬・打合せ

外国貿易分校表敬：打合せ（分校長）

14：00～16：00 社会人文科学大学施設、打合せ（副学長、ＭＯＥＴ他） 東京三菱銀行にて聞き取り調査

7 2月 2日（火） 9：00～12：00 外国貿易大学分校内視察、キャンパス移転 総領事館文化担当書 国営企業Haprosimex Saigonにて聞き取り調査

　　　　　　　　候補地視察 書記官からの聞き取り

15：00～17：00 外国貿易大学分校キャンパス移転候補地視察　　　　14：00～　ヴィエトナム商工会議所にて調査

19：00～ 民間ビジネス日本語コース視察 民間ビジネス日本語

コース視察

8 2月 3日（水） 13：30 ハノイ着 ハノイ着 ハノイ着

16：00～17：30 ＪＥＴＲＯにて ＪＥＴＲＯにて ＪＥＴＲＯにて

聞き取り調査 聞き取り調査 聞き取り調査

19：10 ハノイ着 ハノイ着 ハノイ着

9 2月 4日（木） 9：00～11：30 UNIDOからの 外国貿易大学との協議（日本語コースについて） UNIDOからの聞き Vietcom Bankにて

聞き取り調査 聞き取り調査 聞き取り調査

14：00～16：00 日本大使館にて協議（参事官、担当書記官、ＪＩＣＡ事務所）

10 2月 5日（金） 9：00～11：30 ラップアップ会議（ＭＰＩ、ＭＯＥＴ、外国貿易大学） 富士銀行にて聞き取り調査

13：30～16：30 外国貿易大学との協議（ミニッツ内容の吟味） 14：00～日商岩井にて聞き取り調査

16：00～ヴィエトナム国家大学

11 2月 6日（土） 9：00～11：30 外国貿易大学との協議（ミニッツ案）

13：30～16：30 外国貿易大学との協議（ビジネスコースに係る調査結果発表、設置方法に係る意見交換）

12 2月 7日（日） 終日 団長所感作成など

13 2月 8日（月） ＡＭ 団長所感内容に係る団内打合せ、ミニッツに係る東京との最終打合せ

15：00～16：00 日本大使館、ＪＩＣＡ事務所への調査結果報告（ＪＩＣＡ事務所にて）

17：00～18：00 ミニッツ署名・交換式（ＭＰＩ、ＭＯＥＴ、外国貿易大学）

14 2月 9日（火） 10：00 ハノイ発（VN790で 10：00発）

ハノイビジネススクール

6 2月 1日（月）
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１－４　主要面談者

計画投資省（Ministry of Planning and Investment；ＭＰＩ）

Dr.Duong Duc Ung Director of Foreign Economic Relations Dept.

Dr.Ho Quang Minh Deputy Director of Foreign Economic Relations Dept.

Dr.Pham Kim Cung Deputy Director of Science and Education Dept.

Mrs.Pham Thi Phi Yen Senior Officer,Science and Education Dept.

教育訓練省（Ministry of Training and Education；ＭＯＥＴ）

Prof.,Dr.Tran Van Nhung Director of International Relations Dept.

Prof.,Dr.Do Van Chung Director of Higher Education Dept.

Dr.Bui Cong Tho Deputy Director of International Relations Dept.

外国貿易大学（Foreign Trade University；ＦＴＵ）本部

Prof.,Dr.Nguyen Thi Mo Rector

Prof.,Dr.Hoang Ngoc Thiet Vice Rector

Dr.Nguyen Phuc Khanh Vice Rector

Mr.Tran Viet Dzung Head of Academic Research & International Relations

Dept.

外国貿易大学ホーチミン分校

Prof.,Dr.Nguyen Hong Dam Director of ＦＴＵ branch,Vice Rector of ＦＴＵ

Prof.,Dr.Hoang Van Chau Deputy Director of ＦＴＵ branch

在ヴィエトナム日本大使館

宮原　信孝 参事官

井田　充則 一等書記官

伊藤　康行 二等書記官

在ホーチミン総領事館

大塚　雅也 領事

小川めぐみ 副領事



- 5 -

ＪＩＣＡヴィエトナム事務所

地曳　隆紀 所長

大久保久俊 所員

永野　年晃 ＪＯＣＶ調整員

佐々木忠弘 企画調査員（在ホーチミン総領事館付）

（その他、ビジネスコース、日本語教育に係る調査のために大学、商工会議所、民間企業、日本

語学校などの関係者と面談。ビジネスコース調査のための訪問した機関、面談者については、付

属資料５ .のビジネスコース現地調査記録を、日本語教区に係る調査のための面談者については、

付属資料 10.を参照のこと）
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第２章　要約

（1）総括

日本人材協力センターをハノイ、ホーチミン市の２箇所に設置すること、両センターとも外

国貿易大学の付属機関として位置づけること、設置場所としてハノイは外国貿易大学構内とす

ることを合意した。なお、ホーチミン市については、外国貿易大学分校の既存キャンパスには

センターを設置できるようなスペースがなく、また現在同大学が検討している新キャンパス候

補地は市中心部から離れた位置にあり、センターの設置場所としては適当ではないと判断され

た。本件については 1999年５月初旬をめどに別途外国貿易大学からセンター設置場所の候補地

を提案されることとなったので、同定案を待って対応を決定することとなった。

日本センターの運営管理方法については、運営政策に係る事項を決定する機関として計画投

資省、教育訓練省、外国貿易大学、日本大使館、ＪＩＣＡ事務所からの代表者を構成メンバー

とする運営委員会（Steering Committee）を設置することについて合意した。またセンターの所

長はヴィエトナム国側は外国貿易大学から任命し、日本国側も日本人の共同所長を派遣するこ

とで合意した。なお外国貿易大学からセンターの活動、具体的にはコースの内容、実施方法、実

施スケジュール、講師の配置などについて協議する機関として外国貿易大学内に執行委員会

（Executive Committee）を配置することが提案され、今後の検討事項とした。

日本センターの主要活動は、本調査団は派遣前に検討したとおり、以下の３点とすることで

合意した。

1） ビジネスコースの実施　（想定されるコースの分野としては会計、企業財務、マーケティ

ング、ビジネスにかかる国際法、人材管理、統計、コンピューター利用、経営・貿易実務、

市場情報、生産管理、日本の経験）

2） ビジネスのための日本語コースの開発と実施

3） 文化交流事業及びインフォメーションサービス

日本センターが持続可能な組織として大学の通常予算に依存しないですむ強固な財政基盤を

持つようになることが必要であるとの問題認識から、センターで実施されるコースの有料化に

ついて検討を行った。本調査団が民間企業（日系を含む）、商工会議所、既存ビジネススクール

などを対象に実施した調査によると、実践的かつ最新の情報を盛り込んだ質の高いコース、特

に日本の優秀な講師が実施するようなコースであれば、有料であっても十分に人を集めること

は可能との感触を得た。また、ヴィエトナム側も当然のことのようにコース有料制を想定して

おり、金額の設置については今後検討が必要であるが、コース有料制を前提として日本セン

ター立ちあげのためのプロジェクトを計画することが適当と思料される。
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一方、プロジェクト方式技術協力の枠組みについては、本調査団出発前に作成したものを一

部修正した以下の案でヴィエトナム国側と合意した。

（2）プロジェクトの枠組み

1）上位目標

① ヴィエトナム国が市場経済への移行を進めるために必要な人材を育成する。

② 日越の相互理解の向上、日越間の人的関係を強化する。

2）プロジェクト目標

日本人材協力センターがハノイ及びホーチミン市に設立され、ヴィエトナム国の市場経済

化のために必要な人材を継続的に供給し、日越の相互理解の向上、日越間の人的関係を強化

するための重要な機関となる。

3）期待される成果

・センターの管理体制が確立される。

・ビジネスにかかわる人々に市場経済に係る実際的な知識を提供するビジネスコースが設計

され、実施される。またほとんどのビジネスコースは、プロジェクト終了後に主にヴィエ

トナム人講師で実施できるように徐々に現地化される。

・ヴィエトナム国で実施されている日本語教育の状況を十分調査したうえで、センターで実

施すべきビジネスのための日本語コースを開発する

・プロジェクト終了後を見据えたセンター運営管理の戦略を検討し、センターが財政的にも

技術的にも持続可能な組織となるために必要な対応を講じておく。

・センターが日越の交流事業のために活発に利用されるようになる。

4）日本国側投入

・長期専門家

　センター所長１名（ハノイ、ホーチミン市の両センター所長を兼任）

　調整員２名（ハノイ、ホーチミン市に各１名）

　ビジネスコース運営管理専門家１～２名

　日本語専門家２名（ハノイ、ホーチミン市に各１名）

・ビジネスコース講師チーム（２～３名）の短期派遣（各ビジネスコースごとに２週間程度の

派遣）

・日本語短期専門家　必要に応じ
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・日本研修　ヴィエトナム人講師（ビジネスコース及び日本語）を対象に年５～７名程度

・機材供与　図書、視聴覚教材

・センター運営費の一部（ただし同経費は徐々にコースの授業料などからなるセンター収入で

賄われるようになることが必要である）

5）ヴィエトナム側がとるべき措置

・センターの所長、ビジネス及び日本語コースのアシスタントマネージャーの任命

・センターの補助要因の雇用（各センター３～４名）

・センターの施設維持費、高熱水料、国内電話代、消耗品費など一般管理経費

・プロジェクト方式技術協力の活動を開始するために必要な専門家執務室、教室などのス

ペースの確保

・無償資金協力によるセンター建物の建設が可能である場合、センター建設用地の確保

（3）今後のスケジュール

プロジェクト方式技術協力の開始に向けた今後のスケジュールとして、以下を確認した。

1） ホーチミン市におけるセンター設置場所について遅くとも 1999年５月初旬までにヴィエ

トナム国側から提案する。

2） ヴィエトナム側から５月末をめどに無償資金協力の正式要請を提出する。

3） 1999年中に実施協議調査団を派遣予定。

4） 2000年の早い時期にプロジェクト方式技術協力を開始することを目標に、双方努力する。

最後にプロジェクト方式技術協力の要請については、先にヴィエトナム政府より要請されて

いた外国貿易大学国際研究研修センタープロジェクトを本件センター設立のためのプロジェク

トに振り替えることで双方合意した。
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第３章　プロジェクト実施の背景

３－１　国会開発計画などの上位計画のなかでの位置づけ

本プロジェクトはヴィエトナム国の市場経済化を支援するための計画であるが、元来、ヴィエ

トナム国において政策面から市場経済化がうたわれたのは 1986年 12月の第６回共産党大会（５年

に１回開催）におけるドイモイ（刷新）政策である。同政策においては、計画経済を見直して市場

経済を導入すること、国営企業以外の民営企業（私企業）を認めそれを支援すること、アジアを始

めとする海外諸国との関係を改善し経済的連携を強化すること、といった点が重視された。

ドイモイへの政策転換を図った当初、経済面で若干の混乱（インフレ、為替レートの下落など）

はあったものの、経済協力のパートナーであった旧ソ連が崩壊した 1991年頃からは経済成長が続

いた。

その後、ドイモイが採択されてちょうど 10年目にあたる1996年６月の第８回共産党大会におい

ては、過去 10年間の総括がなされ、①一党支配と社会主義の堅持、②「工業化と近代化」に象徴さ

れる経済発展の推進、③全方位外交と国際的な枠組みへの積極的な参画、が明記された。ここに

おいて、ドイモイの正当性が確認されるとともに、その将来的な継続性が明らかにされたわけで

ある。

また、高い経済成長を達成していくために、1996～ 2000年までの「新５か年計画」が策定された

（表３－１参照）。同計画おける経済目標は、５年間で 414億ドルを投資し、実質ＧＤＰ成長率を

９～ 10％にまで（特に工業成長率は 14～ 15％にまで）高めようというものである。そして、１人

あたりＧＤＰを 1995年ベースの２倍に高めることを目標としている。

表３－１　新５か年計画の主要目標

実質平均ＧＤＰ成長率 9～ 10％

　　　　　農業成長率 4.5～ 5％

　　　　　工業成長率 14～ 15％

　　　　サービス成長率 12～ 13％

輸出額平均伸び率 28％

輸入額平均伸び率 24％

投資必要額 414億ドル 100％

（投資資金調達先）

国内資金 214億ドル 51.7％

　政府貯蓄 86億ドル 20.8％
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（出所）Orientation and Tasks of the 1996-2000,Five Year Plan for Socio-Economic Development及び Public Investment Program
1996-2000,June 96より作成。
（出典）江橋正彦「ベトナム経済の構造変化と今後のシナリオ」、江橋正彦編著『21世紀のベトナム－離陸への条件－』日本貿易振興会、
1998、p.54。

　　　民間貯蓄 128億ドル 30.9％

　　　　うち国営企業 59億ドル 14.3％

          民間 69億ドル 16.7％

外国資金 200億ドル 48.3％

　外国援助 70億ドル 16.9％

　　外国投資 130億ドル 31.4％

（資金ソース別投資内訳）

　公共投資 156億ドル 37.7％

　　政府予算 87億ドル 　　21.0％

　　　うち国内資金 52億ドル 12.6％

　　　　　ＯＤＡ（無償） 30億ドル 7.2％

　　　　　政府債 5億ドル 1.2％

　　政府投融資 69億ドル 　 　16.7％

　　　　　国内資金 29億ドル 7.0％

　　　　　ＯＤＡ（借款） 40億ドル 9.7％

　国営企業投資（自己資金） 59億ドル 14.3％

　民間投資 69億ドル 16.7％

　外国投資 130億ドル 31.4％

（投資主体別投資内訳）

　政府 87億ドル 21.0％

　国営企業 128億ドル 30.9％

　民間 69億ドル 16.7％

　外国投資 130億ドル 31.4％

（投資先割合） 100.0％

　農業 20.8％

　工業 42.3％

　輸送・通信・観光 21.6％

　社会資本・その他 15.3％

平均粗投資率（対ＧＤＰ） 30％

限界資本係数 3.0～ 3.3

歳入（対ＧＤＰ比） 21～ 22％

歳出（対ＧＤＰ比） 24～ 25％

財政赤字（対ＧＤＰ比） 3～ 3.5％

消費者物価上昇率 10％未満

都市失業率 5％未満

人口増加率 1.8％未満
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このように、社会主義体制のもとで市場経済化と対外経済開放を図っていくという基本的な方

向性は今後とも堅持されることになるが、そうした政策のもとでヴィエトナム政府は、市場経済

化のための人材養成（教育・訓練）に対して次のような方針を示している。

この方針からは、ヴィエトナム政府が市場経済化や科学技術の振興へ向けて、有為な人材養成

を図るとともにそれを奨励し、また外国からの有償・無償の資金援助並びにソフト・ハード面で

の協力を積極的の推し進めていこうとする理念が明確に打ち出されていることがわかる。これら

の諸点をふまえるならば、ヴィエトナム政府が市場経済化を促進するうえで必要な人材を育成し、

そのために日本国が積極的に支援していくという本プロジェクトの意義は大きく、前述の基本方

針においても重要な位置づけにあると言える。

工業化・近代化へ向けた教育・訓練の拡大方針（一部抜粋）

－ヴィエトナム政府は企業内教育及び再教育を支援する。ヴィエトナム国の教育訓練事業の

ために国内及び海外の組織・個人が貢献できるような仕組みを構築する。１例として、教

育訓練費用は所得税、収入税から控除される。

－ヴィエトナム政府は、科学技術の先進国へ優秀かつ社会に貢献する意欲のある人材を派遣

するための予算を用意する。奨励分野は基幹産業である。

－海外のヴィエトナム人がヴィエトナム国内で講義や教育、学校の開設、国内教育機関との

協力を効率的に行えるような仕組みを作る。

  海外の組織、個人はヴィエトナム政府の規定に基づいて、国際教育機関の開設、講義、科

学技術研究、情報交換、資金援助を行うことができる。

－ヴィエトナム国政府は外国の無償援助と有償援助により教育のための施設・設備の充実を

図る。

〔共産党第８議会議決（1996年 12月）〕
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３－２　協力分野の現状と問題点

３－２－１　経済経営

（1）経済の現状と問題点

1986 年に採択された「ドイモイ（刷新）」政策により市場経済化の道を進むことになった

ヴィエトナム国経済は、1980年代後半には年間経済成長率が約５％だったが、1990年代前

半（1990～ 94年）になって約７％（平均）と高い成長率を達成した。とりわけ工業生産の伸

びは高く、90年代前半の平均成長率は 10％を超えた1）。

その後、1997年にアジア通貨危機が発生し、その影響がアジア各国に波及したことから

同国の経済成長率（実質ＧＤＰ）は97年 9.2％、98年 9.0％（政府見通し）、98年 5.0％（アジ

ア開発銀行：ＡＤＢ見通し）と低下してきている。ただ、他の周辺ＡＳＥＡＮ諸国2）は、98

年ベースでみて、タイ国（▲ 8.5％）、マレイシア国（▲ 5.8％）、シンガポール国（0.5％）、

インドネシア国（▲ 15.0％）、フィリピン国（0.2％）であることから、それらの諸国と比較

するとヴィエトナム国は高い成長率を維持していると言える。

表３－２　経済成長率（対前年比）：％、ただし「経常収支」を除く）

年

項目

80年代 90年代 1995 1996 1997

後半 前半

1998見通し

政府 ＡＤＢ

実質ＧＤＰ
成長率

工業生産
伸び率

経常収支
（億ドル）

（ＧＤＰ
比：％）

小売物価

5.1 7.3 9.5 9.3 9.2 9.0 5.0

5.7 10.5 13.9 14.4 13.6 13～ 13.5 7.3

143.1 27.4 12.7 4.5 3.2 6～ 7 4.0

▲ 5.8 ▲ 4.5 ▲ 20.2 ▲ 28.8 ▲ 16.8 － ▲ 16.5

▲ 9.0 ▲ 4.8 ▲ 10.1 ▲ 12.3 ▲ 6.8 － ▲ 7.0

（注）98年見通しは、ヴィエトナム政府見通し（98年３月）及びＡＤＢ見通し（98年４月）による。
（出所）経済企画庁調査局編『アジア経済 1998』、ｐ .212

しかしながら、輸出に関してはアジア経済危機の影響で1998年の輸出額が90年来最低の

伸びになる見通しである。また、経常収支は 96年まで赤字が拡大してきたが、97年には貿

易赤字が減少した影響で赤字幅もやや縮小した。ヴィエトナム国への外国企業投資額も 96

年をピークに 97年、98年と急減した。こうした事態に対するヴィエトナム国の対応方向に
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関して、世界銀行ハノイ事務所長（アンドリュー・ステア氏）は「アジア経済はすぐには回

復しない。ヴィエトナム国が成長率の一段の低下を防ぐには徹底した経済改革が不可欠だ」

との指摘をしている3）。

このような、ヴィエトナム国の経済改革を望む声は諸外国からも高まっている。なぜな

ら、ヴィエトナム国は経済面で多くの問題を抱えているからである。たとえば、証券市場

の未整備、銀行の審査能力欠如など金融システムが十分機能していないこと、会計制度の

未整備、民間企業振興政策及び中小企業振興政策が不十分、国営企業の改革の遅れ、など

があり、これらは早急に解決していかなければならない問題である。

（2）産業構造

ヴィエトナム国の産業構造は、1980年代以降、生産額構成比では農林漁業の低下と工業、

サービス業の上昇という変化がみられたが、雇用構造面ではあまり変化がみられなかった。

農業は、就業人口の約７割を占める大きな産業であるが、ＧＤＰ構成比は低下してきてお

り、現在約３割程度である。工業は、就業人口で約１割、ＧＤＰ比で約３割であるが、他

の産業に比べて高い成長をしている分野である。サービス業は、就業人口の約１割、ＧＤ

Ｐ比約４割であり、工業同様、成長を遂げている分野である。

部門別の動向は以下のようになっている4）。

1） 農業：主要分野は食糧生産で、農業部門の生産高の 50％近くの占め、商品作物の生

産と家畜生産がそれぞれ 25％ずつとなっている。農業政策としては、食糧生産の増

加を促進するとともに農家に生産農作物の選択権を与え、商品作物や畜産とのバラ

ンスを取っている。

2） 漁業：漁業や養殖業は、国民の蛋白源であるばかりでなく、外貨収入にも貢献して

いる。特に、魚とえびの養殖は、総漁業量の３割以上を占め、輸出による純利益は

1992年で３億 700万ドルに上っている。養殖池開発に適した土地も多く、環境問題

に配慮する必要はあるが、今後の成長性も高いと言える。

3） 林業：森林はヴィエトナム国の発展において非常に重要な役割を果たしているが、

最近は特に建築資材としての利用が急増している。しかし、伐採による森林面積の

減少も進行し1993年４月から、木材・木製品（部品や一次加工品）の輸出は事実上禁

止されている。

4） 工業：工業部門の内訳は、軽工業部門が約６割、重工業部門が約４割となっている。

国営企業の生産内訳は軽工業と重工業がおよそ半々であるが、非国営企業では軽工

業が約９割を占めていることが特徴である。工業部門の成長率は80年代を通じて他

部門より高い水準で推移したものの、原材料は輸入に頼る分野が多いうえ、品質も
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開発力も問題がある。

5） サービス業：民間セクターが８割近くを占め、近年堅調な伸びを続けている部門で

ある。

また、工業生産に関してヴィエトナム国の北部と南部では大きな違いがある点が特徴で

ある。いわゆる「南北格差」の問題である。工業が南部地域に偏在し、特にホーチミン市、

バリア・ブンタウ省を中心とする南部地域に集中しているため、この２つの省・市で全国

の工業生産の 40％強を占めている。一方、資本主義の経験が浅い北部では、外資系企業の

要求に耐えられるだけの部品や原材料を供給できる企業が少ない、高度な技術者が少ない、

といった問題がある5）。

（3）企業（国営企業、民間企業など）の現状

国家統計局が初めて行った事業所センサスによると、1995年７月１日現在、ヴィエトナ

ム国には合計２万 3708の企業（企業として登録済みのもの）が存在している。その内訳は、

国営企業が5873（全体の 24.8％）、民間企業が１万 7143社（同 72.3％）、外資系企業が692社

（同2.9％）となっている。民間企業には集団企業（合作社）1867社、私営企業１万916社、株

式会社 118社及び有限会社 4242社が含まれる6）。

なお、ハノイのヴィエトナム商工会議所によると、1998年現在の企業数は国営企業 5800

社、民間企業３万 2000社、外資系企業2000社とのことで、1995年以降における民間及び外

資系企業の躍進が著しい。

国営企業は、1992年時点で約１万 2000社とされていたが、その後減少を続け、1994年６

月時点で 6248社に、さらに1995年７月時点で 5873社にまで減少したとされる。90／ 94年

比で約 6000 社が破産ないし統廃合の対象になったという。国営企業の業種別分布で最も

シェアが多いのは、鉱業（160社）、製造業（2122社）、電力（100社）など、いわゆる工業分

野で全体の約８割を占める7）。

国営工業は 986～ 1995年までの間、労働生産性を向上させてきているが、それは工業生

産の約２割を占める原油生産が外資の参入により飛躍的に成長したことに追う部分が大き

い。一方、輸出産業として期待されている衣類、機械・設備、電気・電子産業は、国営工

業全体の労働生産性の伸びを大きく下回っている8）。

（4）中小企業（製造業）の現状

ヴィエトナム国では、中小企業に関する統一的な定義がない。従業員 500人以下の企業

を中小企業とするならば、製造業従事企業（国営企業、合作企業、民間企業、外資系企業を
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含む）8577社のうち 96.7％が中小企業となる。従業員規模別では、従業員１～ 10人が全体

の 32％を占め、11～ 50人で 39％を占めている。雇用面では、製造業従事企業で雇用され

ている 100万人の労働者のうち、60.7％が中小企業で雇用されている9）。

製造業従事企業数 8577社という数字は、周辺諸国の、タイ国（６万 4100社）、マレイシ

ア国（２万8300社）、フィリピン国（７万 8600社）などと比べてあまりにも少ない。これは、

ヴィエトナム国が長期間、民間部門の経済活動を規制してきたことが主たる要因である10）。

経済のさらなる発展を図っていくためには、中小製造業を中心としたサポーティングイ

ンダストリーが部品製造や組立といった部門で広範囲に存在しなければならない。産業の

裾野部分が小さい状況を改善し、工業化を今後とも推し進めていくうえで、中小企業を育

成、振興していく必要性は非常に高いと言える。

（5）労働者の質11）

ヴィエトナム国における現地の労働力は、一般には勤勉で識字率も高く（84％）、仕事熱

心であると信じられている。しかし、1993年の中小製造業調査によると、技能工のほとん

どが中学あるいは高校卒業者である。一方、技術者は大学卒が多く、高い地位が得られる。

ちなみに、労働力全体からみて高校卒業者（大学進学者含む）は13.5％に過ぎず、高学歴の

人材はかなり不足している。

賃金に関しては、外資系企業の賃金が地場企業のそれを上回っており、外資系企業への

就職希望者が増加している。そのため有能な人材は外資系企業へ移行する問題が顕在化し

つつある。

（6）国営企業の問題点

1990年代以降の国営企業の問題点として、トラン・ヴァン・トゥ氏は「国営企業は真の

所有者がなく責任の所在がまだ不明である。経営者の能力も限界があり、企業家精神が欠

如している。赤字経営が続いても破産にならない。自主権を与えているので政府は国営企

業を監視できず、企業の資産が食い潰されたり、浪費されたりしており、政府に対する納

税義務を果たしていない、などである。」と指摘する12）。そうした状況のなかから、国営企

業における３つの主要課題をあげると以下のようになる。

1） 市場経済に対する認識不足

競争市場にさらされないため、企業はコスト削減、品質改善の努力を十分行わない。

市場でのライバル企業との競争意識に欠ける。従業員も意欲的に働こうとするインセ

ンティブが起きにくい。
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2） 起業家精神の欠如

経営者・管理者にとって新規事業に取り組んだり、新製品開発や新技術開発を実施

していくことは重要である。そうした起業家的発想や柔軟な対処ができるような人材

育成がまだまだ不十分である。

3） 機械設備の老朽化13）。

製造業で使用される技術や設備の多くは旧ソ連・東欧のものであり、減価償却され

ずに長期間使われてきたため国際競争力のある製品・部品製造能力が向上せず、時

代遅れとなっている。たとえば、繊維産業においては紡績機の半数が10年以上、うち

６割は20年以上の老朽設備であり、加えて補修部品や原料不足から操業率は 50％程度

とみられている。国家計画委員会は、「繊維産業の機械設備の 70％は更新が必要であ

る」と指摘する。

これら以外にも、労務管理、昇進昇給制度、経営者の責任と賞罰制度の未整備、大学教育

の面での専門人材養成（語学・情報処理・経営管理・法律・会計）の遅れによる知的労働需給

のミスマッチの発生、といった問題が生じており、早急な改善が望まれるところである14）。

1） 経済企画庁調査局編『アジア経済 1998』ｐ .212。

2） 各数値はいずれも富士総研による見込値。なお、データの出所は、富士総合研究所『アジア

クォータリーレビュー』富士総合研究所国際調査部　1991.１、pp.10～ 21。

3） 牛山隆一「ベトナム経済高成長に陰り」日本経済新聞、1998年 12月９日付。

4） 中小企業事業団調査国際部『海外投資ハンドブック－ベトナム編－』平成８年、p.７。

5） 財団法人中小企業総合研究機構『アジア中小企業の現状に関する調査研究』1998、p.151。

6） 江橋正彦「ベトナム経済の構造変化と今後のシナリオ」江橋正彦編『21世紀のベトナム』日本

貿易振興会、1998、p.79。

7） 三浦有史「国営企業改革と株式化の現状」、同上書、pp.163～ 165。

8) 同上、pp.166～ 167。

9） 江橋正彦、前掲論文、pp.84～ 85。

10）同上、pp.90～ 91。

11）同上、p.60、及び財団法人中小企業総合研究機構『アジア中小企業の現状に関する調査研

究』、1998、p.148。

12）トラン・ヴァン・トゥ『ベトナム経済の新展開』日本経済新聞社、1996、p.78。

13）財団法人中小企業研究機構、前掲書、p.147。

14）トラン・ヴァン・トゥ、前掲書、p.82及び p.172～ 173。

【脚注】
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（7）ビジネスコースの需要

上記のヴィエトナム国経済・経営事情をふまえて調査団は、ヴィエトナム国内で行われて

いるビジネスコースの実情と、経済界がその今後に寄せる期待を調査した。

これによると、ＭＢＡ級のビジネススクールがハノイの国民経済大学とヴィエトナム国家

大学ハノイ・ビジネススクールに、またホーチミン市でも技術大学など３校に開設されてい

るほか、外国貿易大学（ハノイ本校）の貿易実務コース、さらにはヴィエトナム商工会議所や、

ホーチミン市主催の形で、いくつかのビジネスコースが実施されている。

しかしながら、調査団がハノイの官民８機関、ホーチミン市の同３機関（いずれも日系企業

を含む）でヒアリング調査を行ったところ、経済界は現行のビジネスコースの内容に必ずしも

満足しておらず、企業の経営管理、国際貿易・投資など高度な知識・能力の教育を求める需

要は大きいことが明らかになった。この需要は、国営企業の株式公開や民間企業の急速な増

大傾向からみて、今後もさらに大きくなることが予想される。

この調査結果によれば、ヴィエトナム国の経済界は、日本センターのビジネスコースで、実

践的かつ最新の情報を盛り込んだ質の高い訓練が行われることに、大きな期待を持っている。

（現地調査内容の詳細は、付属資料５ .～９ .を参照されたい）

３－２－２　日本語教育

ハノイで９機関、ホーチミン市では４機関の日本語教育機関関係者から事情を聴取した。

また、ハノイで３機関、ホーチミン市で２機関の授業を視察した。（面談相手及び視察機関に

ついては、付属資料 10.参照。）

（1）ハノイ

1） ＪＩＣＡヴィエトナム事務所作成の表３－３のとおり10の大学等教育機関で日本語講

座が開設されているほか、民間の社会人向け日本語学校がいくつか授業を実施してい

る。

2） 日本語教育の歴史が最も長い外国貿易大学では、全学生必修の外国語科目のひとつと

して1971年に日本語講座が開設された。それに次いで、1972年にハノイ外国語大学に

専攻過程として日本語講座が開設され、1980年代末までは、ハノイにおける日本語教

育はこの２機関によってのみ実施されていた。

3） 1990年代に入り、日本企業の進出増加に伴い、日本語学習ブームが生まれ、その他の

大学と多くの民間日本語学校による日本語講座が相次いで開設された。

4） 日本語学習者の学習動機は、日本語を身につけることにより、日本企業や合弁企業へ

の有利な就職を行うことや、ビジネスチャンスを得るというものが多い。しかしなが

ら現実は、日本語講座のほとんどが初級のみ、あるいは初級～中級のコースしか開設
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しておらず、これらのコースを修了しても就職に役立つ程の日本語運用能力は身につ

かない。また、日本企業の多くは日本語よりも英語運用能力の高いヴィエトナム人の

採用を好むため、日本語を習得することが就職には直接結びつかず、学習者の学習動

機と現実の乖離が日本語教育関係者の間で問題として認識されている。大学や民間の

日本語学校では、学校経営の観点から日本語ブームに便乗した初級日本語講座の開設

や増設が行われており、日本語教育の質の低下が懸念される。

5） 大学及び日本語学校において上級者向けの日本語講座はほとんど存在していない。そ

の理由は、多くの学習者の履修年数が数年以内であることや、上級コースを教えるこ

とのできる教員が絶対的に不足していることがあげられる。特に、教員の人材不足は

深刻な問題で、中級講座を修了し能力試験２級合格程度の習得度の学習者が、翌年か

ら初級講座の講師として採用されるなどの現実があり、教育内容の改善・強化には教

員の数のみならず質の確保が課題である。

6） 外国貿易大学及び民間日本語学校（ドンドー日本語センター、日越文化交流協会日本

語センター）では、「ビジネス日本語」「貿易実務日本語」などと称する講座を開設して

いるが、内容は、中級程度の会話及び読解・語彙の授業に、企業内の場面設定を取り

入れるものや、貿易関係の記事・書類を取り上げるというものである。

（2）ホーチミン市

1） 総領事館作成の表３－４のとおり 20の教育機関で日本語教育が行われている。特に、

大学生や社会人を対象とした民間日本語学校による日本語教育が盛んであり、学習者

数はハノイの約２倍～４倍ほど存在すると思われる。

2） ホーチミン市における日本語教育の歴史は浅い。最も古いものでも1989年開設の共産

党青年団日本語学校であり、大学における日本語講座はいずれも1990年代に入ってか

ら開設されたものである。

3） 学習者の動機と現実の乖離、教員の数と質の問題については、ハノイと同様の状況で

あるが、短期間に急速に日本語学習者数が増加したホーチミン市の方がより深刻な問

題を抱えていると思われる。

4） 民間日本語学校のさくら日本語学校では、新宿日本語学校開発の教材と教授法を用い

た中級者向け「ビジネス日本語」コースを開設しているが、授業の内容は中級学習者を

対象とした会話中心のもので、企業内の場面設定や職場で使われる語彙を導入するに

とどまっている。
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表３－３　ハノイの日本語教育機関概要
平成10年７月８日
ＪＩＣＡヴィエトナム事務所

名称 経営形態 教師数 受講生状況 講座内容 授業料 経営状況

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

国立大学

国立大学
在職クラス
あり

国立大学

国立大学

国立大学

民立大学

民立大学

民立大学

越側８人（２人
日本研修）JOCV２人

越側９人（１人
日本研修）
JOCV２人
日本人１人
越側４人
JOCV１人
日本人１人

越側０人
JOCV２人

文学部越側3人（1人日本研修）、JOCV
1 人、日本人1人、東洋学部越側7人
（１人日本研修）JOCV1人、日本人２人

越側６人
JOCV０人
日本人２人

越側４人
JOCV０人
日本人１人
越側１人
JOCV１人
日本人１人
越側？人
日本人１～２人

越側？
JOCV０人
日本人６人

学生・社会人（日本語教育）200～300人、
初級Ａ（Ａ１、Ａ２、Ａ３　各３か月）コ
ース、Ｂ（８）コース、Ｃ（４）コースあり

外国貿易
大学（FTU）

ハノイ外国語
大学
Hanoi
For Language

国家外国語
大学
VNU For Language

国家基礎教育
大学
Basic Edn.

国家人文社会
大学
Social Sience

フオンドン
大学

ドンドー
大学
Dong Do

タンロン大学
Than Loy

ドンドー日本語
センター
Dong Do

日越文化交流協会
日本語学校

国立大学授業料１年～４年の学生、約300人。貿易業務の
通訳・翻訳の人材育成

１年～４年の学生、約250人（通訳・翻訳
の人材育成）
社会人向け在職クラス、約200人

１年～４年の学生、約120人（通訳・翻訳
の人材育成）

選択科目として１年～３年の学生、約30
人（一般教養）

１年～４年の学生、約170人
東洋学部150人、文学部20人
（日本研究の人材育成）

１年～４年の学生、約150人（人材育成）

１年～４年の学生、約60人

選択科目として１年～４年の学生約30人
（一般教養）

学生、社会人、市内４か所にあり、200
～ 300人？、Ａ；６か月、ＢＣ；４～６
か月、の３コースあり

初級～中級

初級～中級

在職；初級

初級

初級～中級

初級＋日本概要
（文化、歴史、
経済等々）
初級～中級

初級～中級

初級

初級

初級～中級

国立大学授業料

国立大学授業料
在職クラス授業料
あり
国立大学授業料
受講料あり
（４万ドン）

国立大学授業料

民立大学授業料

民立大学授業料

民立大学授業料

授業料；６～７万ドン
／月、（週３日、２時間）

授業料；24～ 27万ドン
／３か月

民間
Japan Ulity

民間非営利
団体
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表３－４　ホーチミン市の日本語教育機関概要
平成11年１月
在ホーチミン総領事館

名　　称 経営形態
教師数

学生数 内　容 授業料 備　考
総人数 日本人

1 ホーチミン市社会人文科学大学東方学部 国立 16 5 528 初、中

2 同大学付属外国語センター 国立 12 0 600

3 ホーチミン市技術大学 国立 2 1 70

4 トゥードゥック技術師範大学 国立 4 0 400

5 フンウオン大学 私立 4 2 146

6 ホーチミン市オープン大学 半公立 3 0 167

7 ホーチミン市外国語情報大学 私立 11 5 290

8 ウァンラン大学 私立 4 1 150

9 南学日本語クラス 私立 4 3 35 初、中 無料

10 ドンズー日本語学校 私立 40 10 1700 初、中

11 ＮＩＣＣＯ日本語学校 私立 10 1 400

12 さくら日本語学校 私立 20 9 543 初、中

13 ホーチミン市共産党青年団日本語学校 私立 46 3 2300 初、中

14 タインビン外国語センター 私立 3 0 150

15 ＴＲＩ ＤＵＮＧ貿易ビジネス学校 私立 5 1 112

16 ＶＹＴＡセンター 私立 5 0 70

17 フォローミー語学・コンピューター学校 私立

18 トゥーズー病院 私立

19 インターナショナル・スクール 私立 1 0 18 無料 英国人教師

20 テイエンザン省友好協会 私立 1 0 30

合　計 191 41 7709
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第４章　日本センターの設置

４－１　名称

ヴィエトナム国側と協議した結果、日本センターの和文の正式名称は「ヴィエトナム日本人材協

力センター」とすること、またセンターの英文名称については、Vietnam-Japan Human Resource

Cooperation Centerとすることで合意した。なお英文略称については、先方より提案のあったＶ

ＪＣＣとすることで合意した。

４－２　設置場所

（1）ハノイ

ハノイについては、調査団派遣前から想定していたとおり、外国貿易大学のキャンパスに

設置することを再確認した。同大学は、1960 年にハノイに設置されて以来、貿易企業など

に人材を輩出してきており、特にドイモイ以降は市場経済化を支える人材を育成する機関と

して最も人気の高い大学の１つであり、優秀な学生が集まってきている。なお外国貿易大学

側からは、センターが設置される場合、同大学正門を入ったすぐ脇の土地2000m2を整地し、セ

ンター建物の用地とするとの説明があった。本調査団が視察した限り、この先方の提案は、セ

ンターの設置場所として最適と思料された。またセンター建物が新たに建設される前におい

ても、センター活動を開始するために必要なスペース（事務室、教室など）を確保することも

外国貿易大学から明確に表明された。

（2）ホーチミン市

一方、ホーチミン市についてはプロジェクト形成調査の結果をふまえ、本調査団派遣前の

対処方針どおり設置候補として外国貿易大学ホーチミン分校及び社会人文科学大学について

調査を行った。同調査の結果、両候補大学についてセンターを設置するとした場合の長所、短

所として以下の点が観察された。

1）外国貿易大学ホーチミン分校

ａ．長所

・前述したとおり同大学は経済、経営、貿易実務の専門大学であり、センターで実施される

ビジネスコースに将来講師を提供できる基盤を有している。

・同大学の卒業生の多くは経済界に進出しており、同大学は経済界との太いパイプ、広いネッ

トワークを有している。このことはセンターが実施するコースに多くの応募者を得るため

に極めて有利である。特にコースの有料制を検討するにあたっては、コース参加者の個人
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負担としてではなく、派遣する企業に支出させることが必要であり、この点から同大学が

持つネットワークは魅力的である。

・同大学の学生の多くは外国資本の企業への就職も含め、ビジネス関係の仕事に就くことを

めざしており、センターで実施される実践的なコースは学生にとっても魅力的なものとな

るであろう。

・ハノイについては同大学本校にセンターが設置される見込みであり、ホーチミン市につい

ても同大学分校となれば、センターの設置までの意思決定、センター活動開始後の調整は

円滑に進むことが期待できる。

ｂ．短所

・同大学分校は1993年にホーチミン市に設置されたばかりであり（現在約4000人の学生）、自

前のキャンパスを有しておらず、他大学の所有の建物（２棟；床面積 5000m2 ５階建及び

2000m2 ４階建）を借りて授業を行っている（ただし、管理棟及びゲストハウスのみ所有）。

よって、現状でセンターの活動（コースの実施）を開始することは可能であるが、物理的に

センターを設置することは困難である。

・現在、同大学分校は自前のキャンパスを有していないという現状を解消するためにキャン

パス土地の取得計画を進めており、センターについても新キャンパスに設置することが提

案されているが、現在候補としてあがっている土地はいずれも市中心部から 10キロ程度離

れた郊外に位置している。本調査団が視察した３つの有力候補地までは、市中心部から車

もしくはバイクで25～ 30分の距離であり、ここにセンターが設置された場合、センターで

実施されるコースの対象である市中心部に勤務しているビジネスマンにとって、多少不便

な距離となるかもしれない。

・ハノイ本校には日本語学科があるが、ホーチミン分校では現在日本語コースは実施されて

おらず、センターで日本語コースを実施する場合、本校からの講師派遣が必要となる。

2）社会人文科学大学

ａ．長所

・市の中心部にキャンパスがあり、また先方がセンター設置場所として提案している同キャ

ンパス内の２箇所は、それぞれキャンパスの外からもすぐに目につく位置にある。特に同

大学が第１案として提案した正門のすぐそばにある建物は外観も立派である。同建物をセ

ンターとして活用する場合は改修を施す程度で十分センターとして使用できるものになる

と思われる。

・同大学には日本学科があり、センターが実施する日本語コースの講師となりうる人材を将

来にわたって供給可能な基盤があると考えられる。
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ｂ．短所

・計画投資省の情報によると同大学を含むヴィエトナム国家大学ホーチミン分校傘下の大学

には郊外への移転計画があるため、既存キャンパス内に新しい建物を建てることは許可さ

れない可能性が高く、また施設改修の場合も手続きは容易ではないとのことである（一方、

外国貿易大学は国家大学の傘下ではなく、こういった規制はない）。

・ハノイについて外国貿易大学本校にセンターが設置される見込みであり、ホーチミン市の

センター設置場所が他大学となる場合、センター設置までの意思決定ルート、センターに

おける活動開始後の種々の調整のためのシステムは複雑なものにならざるを得ず、プロ技

の円滑な実施を阻害するおそれも想定される。

・同大学では学生に教養として経済学を教えているが、経済専門の大学ではなく、将来的に

センターが実施するビジネスコースに講師を供給できるようになるかどうかは疑問である。

また経済界に外国貿易大学のような広いネットワークを有しているわけではない。

（3）協議結果

以上の調査団の調査結果を２月５日に開催されたラップアップ会議で発表したうえで協議

したところヴィエトナム側からは以下のような発言があった。

1） 教育訓練省国際関係局長

同省としては、本センターは外国貿易大学のプロジェクトであると認識しており、ホー

チミン市におけるセンター設置機関も同大学分校以外あり得ないと考えている。外国貿易

大学はまさに経済界を担う人材を育成する大学である。センターの設立目的が市場経済化

移行に必要な人材を供給するということからして、センターは外国貿易大学に設置される

のが最適である。つまり本センターは外国貿易大学に設置するというのが同省の方針であ

る。これは大臣も言明している点である。一方、具体的にセンターをホーチミン市のどの

土地に設置するといった点は技術的な問題に過ぎない。調査団に指摘された外国貿易大学

分校の短所については、それを解消する提案が同大学よりなされると期待している。

2） 計画投資省科学教育環境局幹部；Senior Officer

同省としてもハノイ、ホーチミン市ともに同一機関の管理下に設置することがセンター

の運営に関する意思決定を円滑にするうえで不可欠と考えている。よってハノイ、ホーチ

ミン市ともに外国貿易大学にセンターが設置されることを支持する。

3） 外国貿易大学学長

ホーチミン市について、センターを市中心部近くに設置するための方策を検討したい。

市中心部にセンター建設用地として土地を購入するか、市内の適当な建物を長期（20年程

度）借り上げるかの方法を日本国側に別途提案したい。
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以上の調査結果、先方との協議をふまえ、ホーチミン市のセンターの具体的な設置方法につ

いては外国貿易大学からの提案を待って最終的な結論を出すこととした。現時点ではハノイ、

ホーチミン両市ともに同大学をカウンターパート機関とすることを前提に、センターの設立の

ためのプロ技協の実現に向けて、ヴィエトナム国側との協議を進めることが妥当と考えられた。

４－３　日本センターの位置づけ及び運営管理方法

調査団はヴィエトナム国側と協議した結果、日本センターを、外国貿易大学の付属機関として

位置づけることで合意した。図４－１は外国貿易大学の組織図であるが、日本センターは図中の

最下段にある“Centers”を構成する組織になると考えられる。なお、“Centers”を構成する組織は

現在、Information Centerと Center for Foreign Economic Research,Trainig and Consultancy

（ＦＥＲＥＴＣＯ）の２機関である。

また、協議の結果、日本センターの運営政策に係る事項を決定する機関として運営委員会

（Steering Committee）を設置することについが合意された。運営委員会の委員は、計画投資省、教

育訓練省、外国貿易大学、日本大使館、ＪＩＣＡ事務所からの代表者とし、少なくとも年１回開

催することとした。またセンターの所長はヴィエトナム国側は外国貿易大学から任命し、日本国

側も日本人の共同所長を派遣することで合意した。なお日本人所長はハノイ、ホーチミン市の両

センター所長を兼務することを想定している。

一方、外国貿易大学からセンターの活動の実施に係る決定を行う機関として外国貿易大学内に

執行委員会（Executive Committee）を設置することが提案された。同委員会では具体的にコース

の内容、実施方法、実施スケジュール、講師の配置などについて協議する。同委員会は学長、副

学長、センター日越所長から構成され、毎月の開催でセンター活動の月間計画について決定する

ことを想定している。なお本件については引き続き設置方法、運営委員会とのデマケーションな

どについて協議することになった。

４－４　日本センターの機能

センターはヴィエトナム国が市場経済への移行を進めるために必要な人材を訓練するとともに、

研修事業を通じた人的交流、文化交流事業などによる日越の相互理解の向上、関係強化を図るこ

とを目的に設立される。具体的には以下の３点がセンターの主要活動であることが、ヴィエトナ

ム国側と合意された。

（1）ビジネスコースの実施（想定されるコースの分野としては会計、企業財務、マーケティング、

ビジネスにかかる国際法、人材管理、統計、コンピューター利用、経営・貿易実務、市場情

報、生産管理、日本の経験）

（2）ビジネスのための日本語コースの開発と実施
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（3）文化交流事業及びインフォメーションサービス

４－５　日本センターの持続可能性の確保

プロジェクト方式技術協力終了後もセンターの活動が継続されていくためには、大学の通常予

算に依存しないですむよう、強固な財政基盤をセンターが持つことが必要である。このため技術

協力を開始する当初から、センターで実施されるコースは有料とし、その授業料収入でセンター

事業経費を賄うような体制にすることが必要と思料された。この点については、ヴィエトナム国

側も全く同様の意見を有しており、ヴィエトナム国側はセンター事業経費に加え、センター施設

維持管理経費、人件費もセンター収入で捻出することを期待している。今後、コース授業料をど

の程度に設定するかについては、コースの開設数、参加人数を考慮に入れつつ慎重に決定するこ

とになった。なお、調査団が民間企業（日系を含む）、商工会議所、既存ビジネススクールなどを

対象に実施した調査によると、実践的かつ最新の情報を盛り込んだ質の高いコース、特に日本の

優秀な講師が実施するようなコースであれば、有料であったも十分に人を集めることは可能との

感触を得た。また民間企業が授業料を負担し、社員を派遣するケースが相当多くなることも想定

された。なお、本調査団が今回聞き取り調査の際に提示した１週間10～ 20ドルという金額につい

ては、どこも安いという反応であった。
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図４－１　外国貿易大学組織図
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第５章　日本センター設立に向けての日本の協力

５－１　プロジェクト方式技術協力の枠組み

プロジェクト方式技術協力はあくまでセンターの立ち上げを支援するものであり、期限がある

こと、プロ技協終了後は可能な限りヴィエトナム側の努力でセンターの活動を継続することにつ

いては、ヴィエトナム側の理解を得ることができた。プロジェクトの枠組みについては本調査団

出発前に作成したものを調査の結果をふまえて一部修正し、ヴィエトナム側の了解を得た。ヴィ

エトナム国側と合意したプロジェクトの枠組みは以下のとおりである。

〔プロジェクトの枠組み〕

（1）上位目標

1） ヴィエトナム国が市場経済への移行を進めるために必要な人材を育成する。

2） 日越の相互理解の向上、日越間の人的関係を強化する。

（2）プロジェクト目標

日本人材協力センターがハノイ及びホーチミン市に設立され、ヴィエトナム国の市場経済

化のために必要な人材を継続的に供給し、日越の相互理解の向上、日越間の人的関係を強化

するための重要な機関となる。

（3）期待される結果

・センターの管理体制が確立される。

・ビジネスにかかわる人々に市場経済に係る実際的な知識を提供するビジネスコースが設計

され、実施される。またほとんどのビジネスコースは、プロジェクト終了後に主にヴィエ

トナム人講師で実施できるよう、徐々に現地化される。

・ヴィエトナム国で実施されている日本語教育の状況を十分調査したうえで、センターで実

施すべきビジネスのための日本語コースを開発する。

・プロジェクト終了後を見据えたセンター運営管理の戦略を検討し、センターが財政的にも

技術的にも持続可能な組織となるために必要な対応を講じておく。

・センターが日越に交流事業のために活発に利用されるようになる。

（4）投入

・長期専門家

　センター所長１名（ハノイ、ホーチミン市の両センター所長を兼任）
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　調整員２名（ハノイ、ホーチミン市に各１名）

　ビジネスコース運営管理専門家１～２名

　日本語専門家２名（ハノイ、ホーチミン市に各１名）

・ビジネスコース講師チーム（２～３名）の短期派遣（各ビジネスコースごとに２週間程度の

派遣）

・日本語短期専門家　必要に応じ

・日本研修　ヴィエトナム人講師（ビジネスコース及び日本語）を対象に年５～７名程度

・機材供与　図書、視聴覚教材

・センター運営費

プロジェクト期間中に日本国側が負担することが必要と考えられる経費は次のとおり。

1） コース実施経費（現地講師謝金、広告代、教材作成費、消耗品費など）

2） 国際通信費（主に日本との電話代、ＦＡＸ代、e-mail代、郵便料金）

3） センタースタッフ雇用経費の一部

なお、こういった経費も徐々にコースの授業料などからなるセンター収入で賄われるよう

になることが必要である。

なお本調査団出発前に用意したプロジェクト案から、本調査の結果変更となった主な点は日本

語コースにかかる成果の設定方法であるが、変更の経緯、内容は次のとおりである。

日本語コースについて、当初案における協力の成果（Output）はビジネスコースと同様に「ビジネ

ス日本語コースを企画設計し、実施する。また徐々に現地化を図る」としていた。しかし、コンサ

ルタントへの外注ベースで実施することを想定しているビジネスコースと異なり、長期専門家を

中心にいわゆる直営で実施する日本語コースについては、すぐにコースを実施する状況ではなく、

より慎重な成果（Output）の設定が必要と判断された。またすでにヴィエトナム国内には日本語を

教えている機関も多く、外国貿易大学には日本語学科もあることから、ほかで実施されている日

本語コースとは競合しないような日本語コースをじっくり設計する必要性があること、また外国

貿易大学の日本語教官を養成し、質の高いコースをセンターが継続実施できる体制を作り上げる

必要があるとの認識から、協力の成果の設定「ヴィエトナム国で実施されている日本語教育の状況

を十分調査したうえで、センターで実施すべきビジネスのための日本語コースを開発する」に変更

した。

５－２　ビジネスコース設計のための調査結果

需要調査とビジネスコース実施状況のヒアリング調査を、ハノイでは国営企業である商業輸出

入公社（Vietnam National Commercial Export Import Corporation：農産物・林産物・工芸品の
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輸出、機械の輸入、繊維製品の製造・輸出、不動産業）をはじめ、国営銀行・Bank for Foreign

Trade of Vietnam（Vietocom Bank）、富士銀行、日商岩井、ヴィエトナム商工会議所、国民経済

大学のビジネススクール、Hanoi School of Business、国連工業開発機関（ＵＮＩＤＯ）で行っ

た。

また、ホーチミン市では、国営企業・Haprosimex Saigon（竹製品などの製造輸出、胡椒などの

農産物栽培）をはじめ、ヴィエトナム商工会議所、東京三菱銀行の調査を行った。

５－２－１　ビジネスコースの需要調査

国民経済・個別企業のマクロ・ミクロの視点からのビジネスコースの必要性を調査した結

果、現在大きな需要が存在することがわかった。この需要は今後もさらに拡大すると予測さ

れる。

（1）マクロの視点からのビジネスコースの需要調査結果

1） 国営企業の株式化

ハノイのヴィエトナム商工会議所によれば、1998年時点で株式化を行った国営企業は

130社である。「株式化」とは国営企業が一部の株式を公開することであり、必ずしも 50

％以上の株を市場に公開する「民営化」とは限らない。1999年は 400社、2000年は 1000社

が株式化を予定しているという。

2） 民間企業の増大

ハノイのヴィエトナム商工会議所によれば、ヴィエトナム国の企業４万社を形態別に

みると民間企業は３万 2000社と 80％を占め、国営企業が 5800社、外資企業が 2000社で

ある。一方規模別にみると３万 6000社（90％）が中小企業である（ヴィエトナム国では資

本金５万ドル以内または従業員 200人以内を中小企業という）。したがって民間企業の多

くは中小企業である。これら民間企業の抱える問題点は資金不足、借入の担保不足、経

営ノウハウ不足、設備不足、販売先の限定（国内市場のみ）などである。

民間企業は1990年に 300社であったのが、98年には３万 2000社と８年間に100倍に増

えた。現在民間企業の従業員は全４万社の 70％を占めるという。2003年には民間企業数

は 20万社にまで増大すると商工会議所は予想している。

3） 管理職の人材育成のニーズ

このように国営企業の株式化と民間企業の増大が進むなかで、これらの企業にはより

効率的な経営が求められている。その最大の問題点は実業家が不足しているということ

である。現在特に管理職が人材不足となっている。ハノイの日系銀行によれば、未熟練
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工は多くいるが、財務・銀行業務ができる管理職が少なく、その需給を反映して、前者

の月給は 100ドルに対し、後者は10倍の 1000ドルを超えるという。管理職の人材育成が

急務となっている。

（2）個別企業の視点からのビジネスコースの需要調査結果

1） 経営スキル向上の重要性

今回調査した国営企業では、経営スキルの向上が会社の最重要課題と認識していると

いう結果があらわれた。これは「将来、貴社の事業をよくするために何が最も必要である

とお考えですか。最も必要なものと思われるものを順に３つ選んで下さい」と質問に関

する回答に基づくものである。選択肢は

・管理技術の向上

・生産技術の向上

・Ｒ＆Ｄやデザイン機能の強化

・機械設備の向上

・原材料・中間材料の品質向上

・原材料・中間材料の納期の改善

・品質管理・生産管理の向上

・人的資源の開発（工場労働者）

・人的資源の開発（マネージャー）

・販売機能の強化－国内市場対象

・販売機能の強化－海外市場（輸出）対象

・社内のコミュニケーションの円滑化（経営者と管理職）

・社内のコミュニケーションの円滑化（管理職と現場作業者）

・政府による管理者要請への支援

・生産性向上・品質向上に関する、政府による情報提供、研修訓練の提供

の15項目である。ハノイとホーチミン市の国営企業３社は、「管理技術の向上」を最も

必要と回答した。その３社はいずれもマネージャーを養成して管理技術を向上させたい

という意向を強くもっている。

2） 質の高い実践的なビジネスコースのニーズ

日系企業・国営企業ともヴィエトナム人のマネージャーには、会計・マーケテング・

統計学・生産管理・国際ビジネス法・貿易実務などの専門知識が必要としている。また

これらの専門分野の実践的なセミナーが市内で開かれれば、企業はその参加費・授業料
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を負担して幹部候補生を派遣したいとしている。特に現地国営企業からは日本の進んだ

経営ノウハウを学びたいという意見を多く聞いた。またそのセミナー講師は大学の先生

より、むしろ企業経営の実務経験者を希望している。これは「ヴィエトナム人のマネー

ジャーには、どのような専門知識が必要と思いますか。会社はその講習料を負担して幹

部候補生を派遣する用意がありますか。」という質問に基づく。

回答したある国営企業は、人材育成について次のとおり述べた。

・工場労働者研修はヴィエトナム国内研修で十分だが、管理者研修は質の高いものを

求める。

・しかしヴィエトナム国での管理者研修は外国での研修に比べて質が落ちる。

・幹部候補生を外国へ派遣したいが、十分な予算がない。

したがって、当該国営企業は市内で外国での研修に匹敵する良い研修が開かれれば、

是非幹部候補生を派遣したいと述べていた。

3） 中小企業に対する基礎的経営スキル向上の重要性

前述のとおり、ヴィエトナム国の企業４万社のうち、３万 6000社（90％）が中小企業で

ある。ハノイの商工会議所によれば、中小企業の多くは、高度なビジネススキルと同時

に基礎的なスキルを必要としている。ハノイ市に事務所をもつ国際機関ＵＮＩＤＯが中

小企業の研修ニーズを調査したところ、たとえば食品業界は

Packaging Food Products

Labelling：Satutory,Ethical,Aesthetic and Commercial Consideration

などのコースを希望していると答えた。

このためハノイの商工会議所は 1998年に、基礎コースを含めて 200の短期コースを開

催した。

4） 研修予算によるセミナーへの派遣

国営企業は人材育成の予算を用意し、各種の研修機関に社員を派遣している。今回ヒ

アリングした国営企業３社の年間予算は１万ドル～10万ドルであった。日系企業は人材

育成にさらに多額の予算を使っている。

5） 日系企業のニーズ

今回のヒアリングでは、日系銀行は日本から講師が来て行う日本センターのビジネス

コースには是非社員を派遣したいとしている。一方、ヴィエトナム国でのビジネスコー
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スに社員を派遣することにはあまり積極的でないように思われる。

ホーチミン市の日系銀行に対して「マネージャー層の人材育成についてどのような教

育訓練を行っていますか。」と尋ねたところ、

・ヴィエトナム国内で研修する所がないので、日本国、タイ国、シンガポール国など

で研修する。タイ、シンガポール人講師は基礎コース、日本人講師は為替・クレジッ

トの見方・貸付審査方法などの応用コースを教える。

・ヴィエトナム国の銀行が開く研修に行員を派遣する意思は全くない。

という回答を得た。

またホーチミン市には技術大学、経済大学、オープン大学のビジネススクールがある

が、当銀行はその授業料を負担して幹部候補生を派遣する用意はないこと、しかし日本

国から講師がくるのなら当行などの多くの日系企業が幹部候補生を派遣するであろうと

述べた。

6） 日本センターのビジネスコースへの期待

今回ヒアリングした国営企業・日系企業ともに、日本センターでのビジネスコースへ

の期待が大きい。国営企業の経営者は日本の経営ノウハウを学びたいと希望しており、

日系企業は日本人講師が最新の高度な内容を教えてくれるという期待があるからである。

これらの企業は授業が高くても、社員を派遣したいと述べていた。その授業料負担可能

範囲は１ビジネスコース（１週間の短期）について 20ドル～ 100ドルであった。

５－２－２　ビジネスコースの実施状況

ビジネススクールはハノイでは国民経済大学、ハノイ・ビジネススクール（ヴィエトナム国

家大学）の２つの大学で、ホーチミン市ではPolitechnique University、Economic University、

Open Universityの３つの大学で開催されている。また両市において商工会議所や会計事務

所などによる短期ビジネスコースが開かれている。カウンターパートとなる外国貿易大学も

短期の貿易実務コースを開いている。さらにホーチミン市当局は今後４年間で同市内の企業

幹部約 1000人に経営学や商業英語、法律などの教育プログラムを実施するという（日本経済

新聞　99年１月 25日）。本節では今回ヒアリングしたハノイのビジネススクールと商工会議

所を中心にコース実施状況を述べる。

（1）経済大学（National Economics University）のビジネススクール

国民経済大学は、1956年設立で教授 1000人（内 200人以上が修士以上）、学生３万人を擁

している。学部は経済学と経営管理の２つからなる。ＭＢＡ課程のビジネススクールは２



- 33 -

年の修士課程であり、1992年から開始し、1998年に経営管理学院として政府から認可を得

た。なお政府・共産党から財政的支援を得ている。ＭＢＡ課程は国際コース、ヴィエトナ

ムコースの２コースからなる。

1） 国際コース

英国、仏国、ベルギー国、オランダ国、米国、オーストラリア国の６つの国際コース

がある。これは国際的に提携しており、当国際コース修了者には提携先（フランスの大

学、ロンドンスクール・オブ・エコノミックスなど）のＭＢＡ学位が交付される。講師は

全員当該外国人、助手はヴィエトナム人である。授業はフランス語または英語で行う。米

国コースは卒業後に２か月間の渡米が義務づけられる。

ａ．履修科目

履修科目は accounting,finance,production,operation managementなどである。こ

れに加え、企業との協力により工場見学、成功した起業家の講演、サトウキビ経営の

６か月コースなどを行っている。

ｂ．日本との提携

神戸大学・中央大学などの日本の大学と共同研究のみを行っている。現在、日本経

済研究所設立構想を進めており、ヴィエトナム国政府からすでに認可を得た。目下、日

本国政府に設立を申請中である。

ｃ．受講者

１国際コース平均の受講者数は２学年合計で 60人であり、６コースで約 360人の受

講生がいる。応募者はその４倍いる（入学競争率は４倍）。筆記試験は英語、数学、経

済学である。米国コースにはこれらの科目に加えて Graduate Managment Admission

Test（ＧＭＡＴ）が課せられる。合格者の平均ＧＭＡＴ点数は 600点以上である。受講

生はほとんどが社会人であり、政府機関・会社から派遣されてくる。いままで累計1200

人が卒業した。入学者のＭＢＡ取得率は 80～ 90％である。

ｄ．授業料

提携先の大学などから補助金をもらって運営することが多い。米国、仏国、オラン

ダ国のコースは授業料は無料である。しかも奨学金ももらえることがある。ベルギー

は 200ドル～ 300ドルである。英国コースの授業料は２年間で１万 6000ドル、オース

トラリアコースは１万1000ドルである。そのため学生数は平均以下であり現在、前者

が 30人、後者が 38人である。

ｅ．ビジネススクールの成功要因

本大学のヴィエトナム人教授はビジネススクールの成功要因を優秀な講師陣、市場
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経済のニーズへの対応、海外との提携であると述べた。同教授によれば、人気科目は

３～４年前は金融・銀行・会計であったが、現在は総合経営管理、工業経営、会計、金

融、財務管理であるという。

ｆ．日本センターのビジネスコースに関するコメント

同教授は日本センターのビジネスコースについて次の意見を述べた。

・一般の基礎知識はヴィエトナム国で教えられる。基礎部分を残しながら、日本色を

出すべきであろう。日本の成功はヴィエトナム国で有名だからである。

・ヴィエトナム国営企業は系列形態をとっているので、日本の下請・組織化・系列の

経験は人気の授業になるであろう。日本企業成功のノウハウを教える授業には応募

者が殺到するであろう。

2） ヴィエトナムコース

ＭＢＡの学位は教育訓練省（ＭＯＥＴ）が交付する。ヴィエトナムコースは政府から補

助金をもらっている。カリキュラムは科学研究方法論、経済管理情報システム、政治経

済学（マルクス経済学）、マクロ経済学（近代経済学）、ミクロ経済学（近代経済学）、数理

モデル、計量経済などである。講師はヴィエトナム人、１学年の平均学生数は250人、授

業料は年間 100ドルである。

3） 中小企業経営者向けコース

現地新聞 Viet Nam News（99年２月６日）は“Schools adapt SMEs（Small and midium

scale enterprises）courses”と題して、ハノイの本大学、ホーチミンの Polytechnics

University、Economics Universityのビジネススクールが中小企業経営者向けにマーケ

テング・財務などのコースを開発したことを報じた。

（2）ヴィエトナム国家大学（Vietnam National University）のハノイ・ビジネススクールに

おける Executive Programs

ヴィエトナム国家大学のハノイ・ビジネススクールは米国ダートマス大学と提携してビ

ジネスコース「Executive Programs」をつくり、1995年に開始した。また米国から 300万ド

ル、ヴィエトナム国の産業界から40万ドルの寄付を得た。ヴィエトナム政府からの補助金

はもらっていない。

ＭＢＡコースはまだ行っておらず、99年６月に開始予定である。授業料は２万4000ドル、

学生数は 30人を予定している。そのＭＢＡ入学はＴＯＥＦＬ 550点、ＧＭＡＴ 550点が条

件である。さらにExecutive ＭＢＡ Course（授業料１万 2000ドル）も開始する予定である。
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以下は Executive Programsの実施状況である。

ａ．履修科目

履修科目は accounting,marketing,finance,production,human resource

management,quantitative analysisなどである。期間は平均 1.5か月である。40人の

ヴィエトナム人教授と２人のアメリカ人教授が教えている。実践的なコースを強調し、

米国ハーバード大学のケーススタデイも使っている。ヴィエトナム版のケースも今後

つくる予定である。

ｂ．受講生

クラスの受講生数は最大 30人である。入学は試験（ヴィエトナム版ＧＭＡＴ）と面接

により決定する。平均すると 300人が応募して 30人が合格する。コンピューターも 50

台用意している。コースの修了者には修了証を交付する（累計 160人に交付済み）。

ｃ．授業料

１コースは１万 7000ドルのコストがかかるが、Freeman Foundationからの援助を受

けているので授業料は5950ドル（1.5か月）に抑えている。授業時間は午前８：30～ 11：

30と午後２：00～ 5：00である。１時間あたりの授業料単価は 28ドルとなる。

6 hours/day× 6 days/week× 6weeks＝ 216hours

$5,920/216hours＝ $28/hours

(3) ヴィエトナム商工会議所（ＶＣＣＩ：Vietnam Chamber of Commerce and Industry）の

ビジネスコース

ＶＣＣＩは1963年に設立され、現在3000企業の会員を擁している。海外にはシンガポー

ル国と日本国に事務所を持っている。活動内容は貿易と投資の促進、中小企業金融制度の

整備などの政策提言、他の商工会議所や日本の経団連、ＪＥＴＲＯとの情報交換、展示会

開催などである。

1） ビジネスコースの開催

財務管理、マーケティング、品質管理など、年間200の短期コースを開催している。期

間は２日～１週間である。対象は国営・民間・外資企業のマネージャーであり、ほとん

どのコースが無料。コース開催の財源はドイツ中小企業連合会、米国のアジア基金、Ｉ

ＬＯなどからの外国援助と会費である。

2） 輸出研究所の設立予定

ＶＣＣＩはデンマークの援助で 1999年９月に輸出研究所を設立する予定である。この

研究所は企業に輸出のための情報提供などを行う。さらにマーケティング・財務管理な

どの 30科目を英語で教えるビジネスコースを開く予定である。授業料は１時間２ドル。
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２年間で全コース終了。

（4）外国貿易大学（Foreign Trade University）の貿易実務コース

カウンターパートとなる貿易大学も「guides to letter of credit」「settlement of

disputes arising from import-export contracts」などの短期の貿易実務コースを開いて

いる。その実績の一例を紹介する。

・コース名：guides to letter of credit

実施時期：1998年 11月

期間：１週間で 12セッション（3.5時間／セッション、計 42時間）行う。

授業料：55万ドン（約 40ドル）

受講者：123人（内 87％が国営企業社員）

場所：貿易大学

（5）会計事務所によるビジネスコース

外資系の会計事務所も会計学を中心にビジネスコースを開いている。Bourne Griffiths

（Vietnam）Ltd.（ＢＧＶ）は1993年に設立された100％外資の会計事務所である。同事務所が

1999年に開催を予定しているコースの例は次のとおり。

・Basic International Finacial Accounting : 30 hours（US$375）

・International Accounting Standard : 30hours（US$395）

・Managing for Profit : 16 hours（US$280）

・Professional Sales Skill : 24 hours（US$400）

・Telephone Technique : 12 hours（US$180）

・Problem Solving and Decision Making : 15 hours（US$180）

・Writing Effective Reports : 18 hours（US$200）

（6）ホーチミン市主催のビジネスコース

ホーチミン市は科学・技術・環境の各局が企画・運営して、今後４年間で同市内の企業

幹部約 1000人に経営学や商業英語、法律などの教育プログラムを実施するという（日本経

済新聞　99年１月 25日）。同記事は「第１陣約130人が受講を始めた。役職は社長や副社長

級が多いという。授業は１日３時間で週４日、10か月にわたる。経済学、人材開発、不動

産管理などを含めた多彩な科目を用意した。授業料は約百万ドン（約80ドル）。講師はホー

チミン国立大学教授らが担当する」と述べている。
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５－２－３　日本センターにおけるビジネスコース設計

（1）ビジネスコースのコンセプト

ビジネスコースの需要を調査した結果、大きな需要が存在することがわかった。この需

要は今後、国営企業の株式化の進展や民間企業の増大などにより、さらに拡大すると予測

される。

この需要に対して、ハノイ、ホーチミン市において大学でのＭＢＡコース、商工会議所

での短期研修など、多くのビジネスコースが行われている。しかし今回ヒアリングした国

営・日系企業は、これらのコースの内容に必ずしも満足していない。その理由はＭＢＡ取

得に２年間という長期間を要すること、または現研修機関のビジネスコースの内容が必ず

しも高度な実践内容でないことなどである。したがって日本センターが真に実践的で高度

な経営スキルを教えるコースを提供することにより、ヴィエトナム国の人材育成に大きく

貢献できると考える。

今回ヒアリングした国営企業・日系企業はともに、日本センターでのビジネスコースに

大きな期待を持っている。両者にとって、日本人講師が日本国から来て質の高い、実践的

なビジネスコースを開くことは、ヴィエトナム国内で得難い機会であるからである。これ

らの企業は授業料が高くても、社員を派遣したいと述べていた。その授業料負担可能範囲

は１週間の短期ビジネスコースについて 20ドル～ 100ドルであった。

以上を勘案し、日本センターのビジネスコースのコンセプトを次のとおりとする。

1） 真に実践的で高度な経営スキルを教える。

2） 日本の経営手法を教える。

3） 企業人が参加しやすい短期コースとする。

4） 授業料は有料とする。

（2）コースの枠組み

上記のコンセプトを実現するために、コースの構成・内容を次のとおりとする。

1） 本ビジネスコースの構成をメインコース、フィールドスタディ、中企業向け特別セミ

ナー、日本の著名な産業陣による講演などとする。

2） メインコースは財務会計・管理会計・企業財務・生産管理・マーケティング・国際ビ

ジネス法・貿易実務・統計学・日本シリーズなどとする。

3） メインコースは講義に加え、ケーススタディ、コンピューターゲーム・シミュレーショ

ン・ロールプレイなどのさまざまな実践的な手法を取り入れる。またインターネット、

コンピューターもコースに活用する。
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4） フィールドスタディは現地企業・日系企業と連携して進める。また中小企業向け特別

セミナーは商工会議所などと、日本の著名な産業人などによる講演は日本の会社・大

学教授・コンサルタントなどと連携する。

5） 輸出拡大支援のため、ヴィエトナム国・日本国・他のアセアン諸国のマーケット情報

を提供する。

次の図－２は以上を図に示したものである。

日本の会社・大学教授・コンサルタント

日本センター
協力

日本の著名な
産業人などに
よる講演

教室外での
講師と受講生と
交流

メインコース

講義

ケーススタディ

コンピューターゲーム

シミュレーション

ロールプレイ

フィールド
スタディ

現地企業

日系企業
協力

協力

中小企業向け特別セミナー

商工会議所などの研修機関

協力

図５－１　コースの枠組み
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（3）ビジネスコース市場での位置づけ

ビジネスコース市場における日本センターのビジネスコースの位置づけは図５－２のと

おりとなる。

（4）カウンターパートとの合意とメインコースに関する検討継続

以上のコンセプト、コースの枠組み、マーケットでの位置づけは、ヴィエトナム国のカ

ウンターパートとなる外国貿易大学と基本的に合意した。メインコースに関しては、日本

国側からの 11コースの案に対して、外国貿易大学から若干の修正が提案された。そのコー

ス名・内容・授業料などは今後引き続き検討することになった。両案を掲載する（表５－１、

５－２、５－３）

図５－２　日本センターのビジネスコースの位置づけ

実践的
高度

理論的
基礎的

日本センター

高度かつ実践的

★

★

商工会議所などの

他の研修機関

短期

ビジネス

スクール

★

長期
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表５－１　日本国側ビジネスコース案
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

講座名 講座の目的・内容 対象者 受講資格 受講期間 受講料
募集人数 年間開 年間収
（人） 催頻度 入予定

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

財務会計学基礎

管理会計学基礎

企業財務

生産管理

マーケティング

ビジネスコンピュ
ーティング

統計学基礎

国際ビジネス
関連法

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

貿易実務

組織行動論

日本シリーズ：
特設コース

この科目の目的は受講生が簿記の基礎を学び、初歩的な財務
諸表の作成と財務分析を修得することである。

この科目の目的は、受講生が企業内の各部門の業績評価など
の管理会計の手法を学び、企業の財務戦略を立案する力を身
につけることである。

この科目の目的は企業財務をプロジェクトベースとコーポレートベー
スの両面から学ぶことである。前者は内部収益率（Internal Rate of
Return）、現在価値（Net Present Value）などの概念の理解と算出、後
者はＲＯＥ／ＲＯＡや資金運用表の理解と作成を実践的に行う。

この科目の目的は生産計画と生産管理に関する主要概念と具
体的手法について学ぶことである。具体的なトピックはカイ
ゼン、ＱＣ活動、生産ライン管理、新製品開発などである。

市場での製品の位置づけ、製品ミックスの設計、新製品の普
及、製品のライフサイクルなどのマーケティングの基礎を学ぶ。

ワープロ、スプレッドシート、プレゼンテーションソフト、イ
ンターネットなどのソフトウエアに習熟し、会計・生産管理・
マーケティングに生かす。

この科目の目的は受講者が確立分析、仮説の検定、会期分析な
どの統計学の基礎を学ぶことである。

この科目は国際ビジネス関係の法律の主要概念を学ぶ。具体
的には契約や不法行為の責任、技術の権利や技術移転を定め
る法律、国際ビジネスの場での係争の裁定などを学ぶ。

輸出・輸入について商品の選定、法的規制の確認、海外販売
先の選定、取引の申し込み、契約書作成、信用状の入手、為
替予約、海上保険、輸出許可などの基礎知識を学ぶ。

リーダーシップスタイルや働く意欲を高めるための方法を学
ぶ。どの国でも有効な枠組みと、経済発展段階や社会構造、価
値観などの国の固有性に依存する要素を学ぶ。

毎年テーマを変えて、日本の経験を学ぶ。初年度は「日本の金融制
度」。日本の金融制度の特色、企業金融において銀行の果たしてき
た役割、メインバンク制度、金融改革などを学ぶ。２年度以降の
テーマは「日本の流通制度」「日本の生産方式」などを検討する。

企業での財務担当者か、
財務担当希望者

〃

営業・生産などの他部門
をリードする財務部門
の総括者をめざす人

生 産 管 理 の マ ネ ー
ジャーをめざす人

営 業 部 門 の マ ネ ー
ジャーをめざす人

財務・生産管理などに適用す
るコンピューターのスキルを
マスターしたい人

統計学の基礎をマス
ターしたい人

企業の法務担当者か、法
務担当希望者

企業貿易の担当者か、貿
易担当希望者

マネージャーをめざす
人

〃

財務実務経験
３年未満

財務実務経験
３年未満

財務実務経験
３年以上

工場の生産ラ
イン管理経験
３年以上

企業の営業実務
経験３年以上

コンピューターの
基礎的ソフトをマ
スター済みの人

実務で統計学
が必要な人

法律の基礎知
識がある人

貿易の基礎知
識がある人

企業での実務
経験３年以上

企業での実務
経験３年以上

１週間

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

30～ 40

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

１回連続
２週間×回

＃統計学の応用編の要望が強い場合は、基礎コース受講者を中心に実施を検討する。
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Business Cours［Courses for training managers］-tentative

Course Title Objective and Contents Potential Applicants Eligibility Duration Fee Schedule
Planned
Income

The Nuber to
Be Admitted

Basic Financial
Accounting

Basic Managerial
Accounting

Corporate Finance

Production Control

Marketing

Business
Computing

Intoroductory
Statistic

International
Business Law

Business Trade
Practice

Organisation
Bchavior

Japan Series
（Special course）

This course is designed to introduce the participants to under-
standing fundamental principles of book-keeping, and mastering fi-
nancial report preparation and its analysis.

This course is intended to study both project-based and corporate-
based finance. The former focuses on understanding concepts and
calculating IRR and NPV. and the latter covers mastering ROE/ROA
calculation and cash flow preparation.

This course is designed to intoroduce Japan's experience. The topic
of the first years is "the Japan's financial system," and different
topics will selected in following years.

This course addresses tools managerial accounting. including evalu-
ation of each department performance in the company. The partici-
pants will acquire the avility to couduct finacial strategies.

This course provides the study on theoretical and pracitical as-
pects of production planning and management. It coveres KAIZEN,
qulity contorol acitivities, production line control and innovation
of new products.
This course is designed to intoroduce the participants to the basic
concepts and princiles of markieting. It includes product position-
ing. design of marketing mix, innovation diffusion and product life
cycle.
This course is designed to provide computer software knowledge and
its operation skill. It includes application of word processor,
spread sheet. presntation tools and Internet in acconting,
production,management and marketing fields.

The aim of This course is to help students become informed and
intelligent users of statistics. The course covers probability
distributions, hypothesis testing and regression.

This course is intended to introduce the participants to fundations
of law related to international business. Main topics include is-
sues of contractual and tort liabillity, the law defining rights in
technorogy and technorogy tranfer, dispute resolution.

The participant will study selection of export and import goods.
confirmation of tradeing regulation, selection of overseas trading
artners, application for trade business, formation of trade contoract,
preparation of L/C.

This course focuses on leadership styles and motivational strate-
gies that are currently effeetive within different countries and
are related to their stages and histories of economic development.

The (potential)
person in charge of
finance.
ditto

The (potential)
financial manager
conducting the
other divisions
The (potential)
manager of produc-
tion control.

The (potential)
manager of sales
departement.

The (potenntial) per-
son mastering applica-
tion skill of computer
software to finance and
production control etc.
The (potential)
user of statistics.

The (potential)
person in charge of
law and contract.

The (potential)
person in charge of
trading depart-
ment.
The potential man-
ager.

ditto

The person with less
than 3-year financial
work experienence.
ditto

The person with
more than 3-years
financial work
experience.
The person with
more than 3-year
work experience in
production
The person with
more than 3-year
work experience at
sales department.

The person who
needs statisties in
business.

The person with
more than 3-years
work experience.

The person with
more than 3-year
work experience.

The person with
basic knowledge of
trade.

The person with
basic knowledge of
business law.

The person with ba-
sic skill of com-
puter software op-
eration.

1 week
consecutive/
2-week× times

1 week

ditto

ditto

ditto

ditto

ditto

ditto

ditto

ditto

ditto

ditto

30-40

表５－２　日本国側ビジネスコース設置案（英文）
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表５－３　ヴィエトナム側のビジネスコース案

BUSINESS COURSE (training programs for executives and business practitioners)

COURSE OBJECTIVES AND CONTENTS POTENTIAL
ELIGIBILITY

DURATION FEE NUMBER OF SCHEDULE
TITLE APPLICANTS PARTICIPANTS

1.
Financial
Accounting

2.
Managerial
Accounting

3.
Corporate
Finance

4.
Production
Control

5.
Marketing

The course is designed to provide
participants with accounting tools for
planning, control and decision making,
financial policy analysis and planning,
assets management, capital budgets, cost of
capital and financial markets.

The course addresses tools for managerial
accounting, including evaluation of each
department performance in the company.
The participants will acquire the ability
to conduct financial strategies.
The course is intended to study both projyect-
based and corporate-based finance, which
includes understanding and applying such
concepts as IRR and NPV, as well as
ROE/ROA and cash flow.

This course provides the study on theoreti-
cal and practical aspects of production
planning and management. It covers KAIZEN,
QC activities, production line control and
innovation of new products.
This program provides learners with the
intellectual and analytical tools needed to
improve marketing skills and evaluate the
effectiveness of marketing strategies. It
also provides essential structure for for-
mulating.
and implementing effective marketing plans
in ever changing markets. Contents include
marketing as the philosophy of the company,
data analysis and marketing

Executives
and business
practitio-
ners

Executives
and business
practitio-
ners

Executives
and business
practitio-
ners

Executives

Executives
and business
practitio-
ners

2-3 topics
of 15 hours
each

2-3 topics
of 15 hours
each

3-4
modules of
15 hours
each

Interested
and
preferrably
having at
least

Ditto

Ditto

Ditto

Ditto

2-3 topics
of 15 hours
each

4-5 topics
of 15 hours
each

40-50

40-50

40-50

40-50

40-50



- 43 -

COURSE OBJECTIVES AND CONTENTS POTENTIAL
ELIGIBILITY

DURATION FEE NUMBER OF SCHEDULE
TITLE APPLICANTS PARTICIPANTS

Executives
and business
practitio-
ners

Executives
and business
practitio-
ners

Executives

Executives
and business
practitio-
ners

2-3 topics
of 15 hours
each

Ditto

Ditto

Ditto

Ditto

2-3 topics
of 15 hours
each

40-50

40-50

40-50

40-50

40-50

information systems, market segmentation
and positioning, marketing mix,
international co-operation and marketing
strategy and corporate objectives.
The program is designed to introduce the
participants to foundations of law related
to international business. Main topics in-
clude issues of contractual and tort li-
ability, laws defining rights and obliga-
tions in technology transfer and dispute
resolution.
The program focuses on international trade
and business regulations and documentation.
Topics include select ion of overseas trad-
ing partners, formation of trade contracts,
preparation of L/Cs and comparative
analysis of trading systems and practices.

The course is designed to provide learners
with such topics as building and changing
corporate culture;locating and recruiting
qualified personnet;motivating and reward-
ing employees;resolving conflicts at the
workplace;team building in multicultural
settings and developing comparative advan-
tage through people.

The course introduces modern statisitical
decisison theory as applied to business.
Topics include probabilistic models,
decision making under uncertainty and
Bayes decision rules.

6.
Internation
at Business
Law

7.
Business
/Trade
Practice

8.
Human
Resource
Management

9.
Statistics
and Applied
Informaties

4-5 topics
of 15 hours
each

2-3 topics
of 15 hours
each
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COURSE OBJECTIVES AND CONTENTS POTENTIAL
ELIGIBILITY

DURATION FEE NUMBER OF SCHEDULE
TITLE APPLICANTS PARTICIPANTS

Executives
and business
practitio-
ners

Executives
and business
practitio-
ners

Ditto

Ditto

40-50

The applied informatics contents cover
topics of application of word processor,
spreadsheet, presentation tools and Internet
in accounting, production, management and
marketing fields.

The course is designed to introduce Japan's
experience. The topics cover Japan as a
market as well as industry and market
segments.

The seminars provide learners with undated
infombation on technological advancement,
market developments and opportunities.
The seminars focus on both Japanese and
other regional markets.

10.
Japan
Series
(Special
course)

11.
Market
Informa-
tion
Seminars

4-5 topics
of 3-9
hours each

4-5
seminars of
3-6 hours
each

60-80
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５－３　日本語コース開設に向けての協力方法

（1） ハノイ外国貿易大学との協議では、ビジネスの現場で必要な語彙や会話を中心とした「ビ

ジネス日本語講座」の実施が検討されたが、「ビジネス日本語」として行うべき内容について

はさまざまなアイデアが提案されるにとどまり、具体的なカリキュラム案の検討にはいたら

なかった。

（2） 「ビジネス日本語講座」のカリキュラムを作成するには、日本語教育のみならずビジネスの

実践的な経験を有する人材（派遣専門家）が必要と思われる。また、ヴィエトナム国の日本語

教育とビジネスの状況を十分理解したうえで、必要とされ、かつ実現可能なカリキュラムの

作成に取り組む必要がある。そのため、プロジェクト方式技術協力の開始と同時に「ビジネス

日本語講座」を開設することは不可能と考えられる。

（3） 当面は、日本語教育とビジネスの経験を有する人材を派遣専門家として派遣し、同専門家

によるヴィエトナム国の日本語教育の調査を十分に行ったうえで、「ビジネス日本語講座」の

カリキュラム開発及び教材の選定（もしくは必要に応じて教材の開発）や教員の確保に取り組

むことが賢明と考えられる。

（4） 「ビジネス日本語講座」を現実に行うには、上級講座を教えることができる教員の確保が必

須であり、ハノイ及びホーチミン市において、民間の機関を圧迫せずに現地講師を確保する

ことができるか、十分に検討を行う必要がある。

（5） 将来のセンターの自立的な運営を実現するためには、日本語講座についても現地講師の育

成が重要な課題であり、ハノイ外国貿易大学の日本語学科と協力を行いつつ、派遣専門家に

よる現地講師の育成や、訪日研修の機会提供などを積極的に行うことが望まれる。

（6） 外国貿易大学は、ハノイにおいては日本語教育の実績を持つが、ホーチミン市では日本語

教育を行っておらず、現地講師の確保や現地のニーズにあった講座の開設や容易ではなく、

かなりの調査と準備を要するものと考えられる。したがって、上述のような派遣専門家を中

心とするニーズ調査とカリキュラム開発、現地講師の要請をハノイで十分に行い、ハノイで

の「ビジネス日本語講座」の基盤を確立したうえで、そのノウハウを活用してホーチミン市で

の日本語講座の準備に取りかかるのが賢明であると考えられる。ハノイとホーチミン市での

日本語講座の同時進行での開設は、外国貿易大学の体制や人材の面から考えると無理ではな

いかと考える。

５－４　無償資金協力の必要性

無償資金協力については当調査団のマンデートに入っていないため、ミニッツにおいては、

「ヴィエトナム国側から正式に要請があれば検討されることになる」とのみ記載したが、調査団と

しては、プロ技協のインパクトをより大きなものとするため、ハノイについては是非とも無償資
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金協力によるセンター施設の建設を検討すべきだと考えている。またホーチミン市についても外

国貿易大学から市中心地区の近くにセンターを設置する場所を検討したいとの表明があり、1999

年５月初旬までに正式に提案されることになっている。無償資金協力が適当か否かについては具

体的な提案を見た上で再度検討する必要があろうが、ビジネスコース、ビジネス日本語コースの

ニーズがハノイ以上に高いホーチミン市に本センターを建設する意義は極めて高く、無償資金協

力を積極的に検討すべきと思料する。

５－５　ヴィエトナム側が取るべき措置

以下の点についてはヴィエトナム側が実施することを合意した。

（1）外国貿易大学はセンターの所長、ビジネス及び日本語コースのアシスタントマネー

ジャーを現職教員のなかから任命する（よって基本給与は同大学が支払うこととなる）。

（2）外国貿易大学は、センターの補助要員の基本給与を支払う（各センター３～４名；なおセ

ンター補助要員としては秘書、掃除夫、運転手が想定されている）。

（3）外国貿易大学はセンターの施設維持費、高熱水料、国内電話代、消耗品費など一般管理

経費を負担する。

（4）プロジェクト方式技術協力の活動を開始するために必要な専門家執務室、教室などのス

ペースを確保する。

（5）無償資金協力によるセンター建物の建設が可能である場合、センター建設用地を確保す

る。

なお、（1）～（3）に係る経費について、ヴィエトナム側は将来的にはセンターの事業収入で賄う

ことを想定しているが、当面は外国貿易大学が経費を負担することになる。
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第６章　その他

６－１　今後のスケジュール

（1） ホーチミン市におけるセンター設置場所について、遅くとも 1999年５月初旬までに具体的

な提案がヴィエトナム側よりなされる予定である。なおセンター用地を取得するのか、市内

の適当な建物を長期借り上げすることにするのかを含め、ヴィエトナム国側が最終案を１つ

に絞りこむ前にいくつかのオルタナティブを日本側に提示することを確認した。

（2）ヴィエトナム側から 1999年５月末をめどに無償資金協力の正式要請を提出する。

（3）1999年中に実施協議調査団を派遣予定。

（4） 2000 年にプロジェクト方式技術協力を開始することを目標に双方努力することを確認し

た。なお外国貿易大学学長からは 2000年４月頃の開始が適当との意見が表明された。

６－２　プロジェクト方式技術協力の要請

プロジェクト方式技術協力については、以前にヴィエトナム国政府から要請されていた外国貿

易大学国際研究研修センタープロジェクトを本件センター設立のためのプロジェクトに振り替え

ることで双方合意した。よって本件プロジェクトのために新たにヴィエトナム国側からは要請を

提出させる必要性はないことになった。
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